
売上に占める酒類の割合が 20％以上であり、かつ、売上日額が１０万円を超える店舗  

 

 

第７期 飲食店等に対する営業時間短縮等協力金に係る 

上乗せ協力金（緊急事態措置期間） 

申 請 要 項 
 

要請区域：大阪府全域 

（※上乗せ協力金対象：大阪市内全域） 

要請期間：令和３年８月２日～令和３年８月 31 日 

 

 

【申請受付期間】令和３年８月16日～令和３年９月27 日 

※ 第７期 飲食店等に対する営業時間短縮等協力金に係る上乗せ協力金（以

下、「上乗せ協力金（緊急事態期間）」という。）の申請にあたっては、別途、

大阪府が実施する「第７期 飲食店等に対する営業時間短縮等協力金」（以

下、「第７期大阪府協力金」という。）の申請が先に必要です。 

なお、上乗せ協力金（緊急事態期間）の申請は、第７期大阪府協力金の支

給決定前から申請できますので、申請受付期間内に申請して下さい。 

 

令和３年８月 

大阪市経済戦略局

 

〇上乗せ協力金（緊急事態期間）支給の対象者（支給要件）の概要 

※申請にあたっては、支給要件を必ずご確認ください。 

・大阪市内に施設（事業所）を有し、第７期大阪府協力金の支給が決定している

こと。  

・対象施設のうち一日当たりの売上高又は一日当たりの売上高減少額が 10 万円

を超えることが認められている施設（事業所）であること。 

・売上高に占める酒類の割合が 20％以上と認められる施設（事業所）であること 

 など。 

ＨＰ掲載版 

第７期上乗せ協力金には、下記の２つの制度があります。 

・第７期 飲食店等に対する営業時間短縮等協力金に係る上乗せ協力金（まん延防止等重点措置期間）（６月 21 日～８月１日） 

・第７期 飲食店等に対する営業時間短縮等協力金に係る上乗せ協力金（緊急事態措置期間）（８月２日～８月 31 日） 

一対象施設（店舗）において、両方の支給要件を同時に満たすことはありませんので、ご注意ください。 

 



 

 

～ も く じ ～ 

 

１ 上乗せ協力金（緊急事態期間）の概要 

（１）趣旨 

（２）対象者（支給要件） 

（３）支給額 

（４）酒類提供を主として営業する施設（店舗）の認定について 

 

２ 申請手続き等 

（１）申請書類 

（２）申請受付期間 

（３）申請方法及び注意事項 

（４）問合せ先 

 

３ 上乗せ協力金（緊急事態期間）の支給 

（１）上乗せ協力金（緊急事態期間）の支給の決定及び通知 

（２）上乗せ協力金（緊急事態期間）の支給 

 

４ 協力事業者の公表 

 

５ 支給決定の取消し及び上乗せ協力金（緊急事態期間）の返還 

 

６ 調査等への協力 

 

７ その他 

 

 

別表 申請書類について 

 

 

注意：協力金の不正受給は犯罪です！！ 

支給要件を満たしていないにもかかわらず、偽って申請する行為は犯罪です。 

  不正受給と判断された場合は、協力金を返還いただくとともに、 

申請者の屋号、氏名等を公表するなど、厳正に対処いたします。 
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１ 上乗せ協力金（緊急事態期間）の概要 

（１）趣旨 

新型コロナウイルス感染症拡大を受け、大阪府（以下「府」という。）が「第

56回大阪府新型コロナウイルス対策本部会議」（令和 3年７月30日開催）に

おいて実施を決定した、令和３年８月２日から８月 31日までの期間における、

府全域を対象にした飲食店等への休業または営業時間短縮の要請（以下、「本要

請」という。）に応じた事業者に対して「第７期大阪府協力金」が府により支給

されることとなりました。 

大阪市（以下「市」という）では、上記に加えて、酒類提供を主として営業す

る飲食店等の事業者に対して、上乗せ協力金（緊急事態期間）を支給します。 

 

（２）対象者（支給要件） 

上乗せ協力金（緊急事態期間）の支給対象となるものは、次の①～⑥のいず

れにも該当する事業者とします。（第７期飲食店等に対する営業時間短縮等協力

金に係る上乗せ協力金支給要綱（緊急事態措置期間）第３条より） 

    

① 大阪市内に施設（事業所）を有し、第７期大阪府協力金の支給が決定してい

ること。 

ただし、第７期大阪府協力金の支給決定の取消しを受けた場合または、これ

までの営業時間短縮協力金や上乗せ協力金等の申請にあたり明らかな不正

等が認められた場合は、この限りではありません。 

② 対象施設のうち一日当たりの売上高または一日当たりの売上高減少額が

10万円を超える※ことが認められている施設（事業所）であること。 

※ 第７期大阪府協力金の決定において認められた一対象施設における一日

当たりの売上高又は売上高減少額 

③ 対象施設のうち、酒類提供を主として営業する施設（事業所）であり、売上

高に占める酒類の割合が 20％以上と認められる施設（事業所）であること。

ただし、当該額に申請施設以外の施設に係る額及び飲食提供営業以外の額が

含まれる場合は、これを除く。 

④ 本要請に応じたことにより、まん延防止等重点措置に係る要請期間（令和３

年６月21日から令和３年８月１日までの期間）（以下、「まん延防止等重点

措置要請期間」という。）に行っていた 11 時から 19 時までの酒類提供を

とりやめた施設（事業所）であること。ただし、通常の営業時間が 11時か

ら19時までの時間帯の全部又は一部を含み、かつ酒類提供を行っていた施

設（事業所）において、まん延防止等重点措置要請期間、酒類提供を停止し

ていた場合や休業していた場合は、本要件を充足するものとする。 

⑤ 第７期大阪府協力金に係る支給または不支給に関する情報及び申請書類に

記載された情報について、府から市に提供されること、市が上乗せ協力金（緊

急事態期間）の審査・支給等の事務に利用することに同意していること。 

⑥ 大阪市暴力団排除条例（平成 23年大阪市条例第 10号）に規定する暴力団

及び暴力団員並びにそれらの利益となる活動を行うものでないこと。 
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（３）支給額 

上乗せ協力金（緊急事態期間）の支給額は、次に掲げる基準とします。（第７

期飲食店等に対する営業時間短縮等協力金に係る上乗せ協力金支給要綱第４条

より） 

一 第７期大阪府協力金の決定において、売上高方式を採用している場合  

一日当たり、一日当たりの売上高に 0.5 を乗じて得られた額（千円未満切

上げ）から第７期大阪府協力金の一日当たりの金額を減じた額（上限、２万

５千円） 

二 第７期大阪府協力金の決定において、売上高減少額方式を採用している場

合 

一日当たり、一日当たりの売上高減少方式に0.5 を乗じて得られた額（千

円未満切り上げ）から第７期大阪府協力金の一日当たりの金額を減じた額

（上限、2万5千円） 

※ 一対象施設当たりの上乗せ協力金（緊急事態期間）の支給日数は、令和３

年８月２日から８月 31日までの期間における第７期大阪府協力金の支給決

定を受けた日数とする。 

※ 上乗せ協力金（緊急事態期間）の支給は、本要請における一対象施設につき

１回とする。 

 

 

○上乗せ協力金（緊急事態期間）の支給額算定方法（第７期大阪府協力金・売上高方

式の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1 日当たりの売上高 

（第７期大阪府協力金で 

算定された額） 

×５０％ 

第７期大阪府協力

金 1 日当たりの支

給単価 

― 

※千円未満切り上げ 

上乗せ協力金（緊急事

態期間）１日当たりの

支給単価 

（上限額2万5 千円） 

＝

― 

× 
第７期大阪府 

協力金の 

支給決定の日数 

（8/2～8/31） 

上乗せ協力金 

（緊急事態期間） 

支給額 

A 

C 

B 
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〇上乗せ協力金（緊急事態期間）１日当たりの支給額の目安（売上高方式の場合） 

A B C 

１日当たりの売上高 

（第７期大阪府協力金で算定された

額）（円） 

第７期大阪府協力金１

日当たりの支給単価

（円） 

上乗せ協力金（緊急事態

期間）１日当たりの支給

単価（円） 

100,001  41,000 10,000 

110,000 44,000 11,000 

120,000 48,000 12,000 

150,000 60,000 15,000 

200,000 80,000 20,000 

230,000 92,000 23,000 

240,000 96,000 24,000 

250,000 100,000 25,000 

    

○上乗せ協力金（緊急事態期間）の支給額算定方法（第７期大阪府協力金・売上高減

少方式の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇上乗せ協力金（緊急事態期間）１日当たりの支給額の目安（売上高減少方式の場合） 

A B C 

１日当たりの売上高減少額 

（第７期大阪府協力金で算定された

額）（円） 

第７期大阪府協力金１

日当たりの支給単価

（円） 

上乗せ協力金（緊急事態

期間）１日当たりの支給

単価（円） 

100,001  41,000 10,000 

200,000 80,000 20,000 

240,000 96,000 24,000 

250,000 100,000 25,000 

500,000  200,000 25,000 

 

 

1 日当たりの売上高減少額 

（第７期大阪府協力金で 

算定された額） 

×５０％ 

第７期大阪府協力

金 1 日当たりの支

給単価 
― 

※千円未満切り上げ 

上乗せ協力金（緊急事

態期間）１日当たりの

支給単価 

（上限額2万5 千円） 

＝

― 

× 
上乗せ協力金 

（緊急事態期間） 

支給額 

A 

C 

B 

第７期大阪府 

協力金の 

支給決定の日数 

（8/2～8/31） 
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（４）酒類提供を主として営業する施設（店舗）の認定について 

令和元年５月から令和３年７月までの任意の月の1カ月の飲食部門の売上合

計額に占める酒類の割合が 20％以上あることをもって認定します。 

 

＜提出いただく資料＞ 

「第５期飲食店等に対する営業時間短縮等協力金に係る上乗せ協力金」（以下

「第５期上乗せ協力金」という。）又は「第６期飲食店等に対する営業時間短

縮等協力金に係る上乗せ協力金」（以下「第６期上乗せ協力金」という。）を申

請された事業者は提出を省略することができます。 

 

 

① 売上高算定シート及び添付資料  

上記任意の1カ月を選択し、「売上高算定シート」に以下の情報を記入すると

ともに、添付書類を提出いただきます。 

 ・当該１カ月の飲食部門の売上高及びそれに占める酒類の割合 

 ・当該１カ月のうちの１日当たりの飲食部門の売上高に占める酒類の割合が

高い上位の7 日間の1日当たりの売上高及び酒類の売上高 

 ・売上高算定シート作成の根拠となった資料   

② 売上高算定シートに記載した上記７日間のうち、要件が確認できる任意の１

日間の飲食部門の売上高及び酒類の売上高が確認できる資料 

例：飲食部門の売上高に占める酒類の割合が 20％以上あることが確認

できるレジの記録、売上台帳、レシート控え など 

③ 対象施設（店舗）の全ての料理及び飲み物が記載されているメニュー 

④ 酒類を置いていることが確認できる対象施設（店舗）の内観写真 

   ※その他、事務局で認定を行うにあたり、必要な書類があると判断する場合は、

申請の差戻しや追加資料の提出を求める場合があります。 

   ※売上高算定シートを作成する際の根拠とされた当該 1 カ月の資料（レジの

記録、売上台帳、レシート控え など）は、審査中や支給後も提出を求める

ことがありますので５年間（令和9年3月末まで）保存してください。 

 

２ 申請手続き等 

原則、大阪市行政オンラインシステムよりオンラインでの申請とします。 

府に対して第７期大阪府協力金を郵送で申請された場合に限り、上乗せ協力金

（緊急事態期間）も郵送による申請が可能です。（市が指定する様式により提出い

ただきます）。 

※新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、持参などの上記以外による

申請は受け付けません。 
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（１）申請書類 

 次の書類を提出してください。詳しくは、別表を必ずご確認ください。 

 オンライン申請 郵送申請 

①  

入力項目 

・対象者（支給要件）、誓約事項の確認 

・申請者・対象施設（店舗）情報 

・支給申請書 

・誓約書 

②  売上高算定シート（指定様式） 

③  

上記②に記載した 7 日間のうち、要件が確認できる任意の１日間の飲

食部門の売上高及び酒類の売上高が確認できる資料 

飲食部門の売上高に占める酒類の割合が 20％以上あることが 

確認できるレジの記録、売上台帳、レシート控え など 

④  対象施設（店舗）の全ての料理及び飲み物が記載されているメニュー 

⑤  酒類を置いていることが確認できる対象施設（店舗）の内観写真 

⑥  食品衛生法における飲食店営業許可証の写し  

⑦  その他市長が必要とする資料等 

※ 郵送申請の場合、上記①は市指定の様式に限ります。 

 ※②～⑥については、第5期上乗せ協力金又は第６期上乗せ協力金を申請さ 

れた事業者は提出を省略することができます。 

      

（２）申請受付期間 

令和３年８月16 日（月曜日）から令和３年９月27日（月曜日）まで 

※ 郵送申請の場合、９月27日（月曜日）の消印まで有効 

 

（３）申請方法及び注意事項 

原則、大阪市行政オンラインシステムよりオンラインでの申請とします。 

 

オンライン申請 

まず、次の府のサイトにおいて、第７期大阪府協力金の申請を行ってくださ

い。  

〇オンライン申請（第７期大阪府協力金） 

  （ＵＲＬ） 

https://www.pref.osaka.lg.jp/keieishien/kyoryokukin-7ki/index.html 

 

 

第７期大阪府協力金の申請手続きの最後に上乗せ協力金（緊急事態期間）

の案内が表示されますので、そこから大阪市行政オンラインシステムによる

上乗せ協力金（緊急事態期間）の申請手続きを開始してください。 

     

    ○上乗せ協力金（緊急事態期間）オンライン申請 

    （URL） 

https://www.city.osaka.lg.jp/keizaisenryaku/page/0000541489.html 

 

https://www.pref.osaka.lg.jp/keieishien/kyoryokukin-7ki/index.html
https://www.city.osaka.lg.jp/keizaisenryaku/page/0000541489.html
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※大阪市行政オンラインシステムによる申請手続きにあたっては、事前に利

用者登録（事業者用）が必要です。 

※第７期大阪府協力金及び上乗せ協力金（緊急事態期間）の両方の手続きと

もに、令和３年９月27日（月曜日）23時 59分までに送信を完了してく

ださい。 

※締切直前は、オンライン申請のサイトが混み合うことが予想されますので、

余裕をもって手続きしてください。 

 

≪注意事項≫ 

・申請内容に不足や不備があった場合は、時短協力金事務局（以下、「事務

局」という。）より申請の差戻しを行いますので、事務局の依頼に従い、

申請内容を補正のうえ、再度申請してください。 

・申請後、事務局より申請の差戻しが行われる前に、申請内容を修正された

い場合は、事務局までご連絡ください。（申請者側で申請の取り下げを行

った場合、修正後の申請は、修正前の申請とは別の申請（修正日時点の新

たな申請）となりますので、ご注意ください） 

・令和３年９月 28日（火曜日）（申請締め切り後）以降に申請を取り下げ

ると再申請ができません。 

・審査完了後は、申請書類を一切返却しません。 

・支給・不支給決定後に申請内容を修正することはできません。 

 

オンライン申請以外の方法 

   府に対して「第７期大阪府協力金」を郵送で申請された場合に限り、上乗せ協

力金（緊急事態期間）も郵送による申請が可能です。 

 

■郵送申請（郵送（レターパックライト）による受付） 

申請に必要な書類を全て揃えて、「レターパックライト」で郵送してください。 

郵送用申請要項の配架場所については、12ページの別紙をご確認ください。 

※令和３年９月27 日（月）の消印有効です。 

 

（４）問合せ先 

  大阪市営業時間短縮協力金コールセンター（時短協力金事務局） 

電話番号：06-6655-0711 

開設時間：月曜日～土曜日 ９時から 17 時 30分まで 

※日曜日、祝日は対応していません。 

 

３ 上乗せ協力金（緊急事態期間）の支給 

（１）上乗せ協力金（緊急事態期間）の支給の決定及び通知 

・申請書類を受理した後、その内容を審査し、第７期大阪府協力金の支給が決

定されたうえで適正と認められるときは、上乗せ協力金（緊急事態期間）を

支給します。 

・支給決定の通知は、申請いただいた口座への振り込みをもって行います。 
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（２）上乗せ協力金（緊急事態期間）の支給 

・事務局より、第７期大阪府協力金と同じ口座に振り込みます。なお、第７期

大阪府協力金とは別に振り込まれます。 

 

４ 協力事業者の公表 

 申請者については、要請に対して協力を表明していただいた事業者として、次

の内容を市ホームページ上にご紹介させていただくことがございます 

【公表情報】 

・対象施設名（店舗名または屋号等） 

・対象施設の所在地（町丁目まで） 

 

５ 支給決定の取消し及び上乗せ協力金（緊急事態期間）の返還 

 上乗せ協力金（緊急事態期間）の支給決定後、支給要件に該当しない事実や不

正等が発覚した場合等は、上乗せ協力金（緊急事態期間）の支給決定を取り消し、

市長の指定する期日までに全額返金いただきます。なお、返還に要する費用は、

支給を受けたものの負担とします。 

 

 

６ 調査等への協力 

上乗せ協力金（緊急事態期間）の適正な支出のため、必要に応じて申請者及び

協力金の支給を受けた者に対し、調査、報告、是正その他必要な措置を求めるこ

とがあります。その場合、申請者及び協力金の支給を受けた者はこれに応じる必

要があります。 

 

７ その他 

・提出された申請等に不備があった場合、事務局は申請者に不備の補正について

指示します。事務局が指定する期限までに不備の補正に至らなかった場合は、

申請者が上乗せ協力金（緊急事態期間）の支給を受けることを辞退したものと

みなします。 

・支給決定を行った後、申請等の不備による振込不能等があり、事務局が確認等

に努めたにもかかわらず申請等の補正が行われず、申請者の責に帰すべき事由

により本市の指定する期日までに上乗せ協力金（緊急事態期間）を支給できな

かったときは、当該申請は取り下げられたものとみなし、支給決定を取り消し

ます。 

・個人情報の取り扱いに関して、市が事務の一部を委託する事業者と共有すると

ともに、第７期大阪府協力金を実施する府に提供することがあります。（協力金

の審査・支給に関する事務に限る。） 

・申請書類に記載された情報を税務情報として使用することがあります。 

・申請書類に記載された情報を、大阪市暴力団排除条例第 13 条に基づき、大阪

府警察本部に提供することがあります。 

・オンライン申請に入力いただいた情報、ご提出いただいた申請書類に記載され

た情報は、本協力金の審査・支給に関する事務に限り使用し、同意事項及び誓

約事項を除き、他の目的には使用しません。 

・申請にあたって提出された書類等は返却いたしません。
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別 表           申請書類について 

○複数の対象施設（店舗）がある場合は、対象施設（店舗）ごとに申請を分け、全て

の書類をご提出ください。 

 

 ※次の②～⑥の申請書類については、第５期上乗せ協力金又は第６期上乗せ協力金

を申請された事業者は提出を省略することができます。 

 

① 入力項目 

・対象者（支給要件）、誓約事項の確認 

・申請者・対象施設（店舗）情報 

※ 申請には第７期大阪府協力金に申請した内容（申込番号、事業者名（法人名ま

たは屋号）、事業者名（法人名または屋号）フリガナ、店舗名称（店舗名または

屋号）、対象店舗所在地）が必要となります。なお、入力内容に誤りがあった場

合には、事務局より申請の差戻しを行うことがあります。 

 

※ 上記と別に市の第 5 期上乗せ協力金（令和 3 年 4 月 25 日～5 月 31 日府全

域要請分）及び第６期上乗せ協力金（令和 3 年６月１日～６月20 日府全域要

請分）を申請している場合は、その申込番号が必要です。特に市内の複数店舗

について申請された事業者は、それぞれの申込番号を事前に確認しておいてく

ださい。 

 

市の第 5 期上乗せ協力金（令和 3 年 4 月 25 日～5 月 31 日府全域要請分）

及び第６期上乗せ協力金（令和 3 年６月１日～６月 20 日府全域要請分）を

郵送申請で申請した方へも申込番号を事務局より通知しておりますので、事

前に確認しておいてください。 

 

※ 郵送申請の場合は、市指定の様式に記入のうえ提出いただきます。 

 

② 売上高算定シート 

令和元年５月から令和３年７月までの任意の月の１カ月を選択し、市ホームページ

に掲載している「売上高算定シート」に以下の情報を記載（入力）し、提出してくだ

さい。 

〇当該１カ月の飲食部門の売上高及びそれに占める酒類の割合 

〇当該１カ月のうちの１日当たりの飲食部門の売上高に占める酒類の割合が高

い上位の7日間の 1 日当たりの売上高及び酒類の売上高 

〇売上高算定シート作成の根拠となった資料 

 

※その他、事務局で認定を行うに 

、必要な書類があると判断する場合は、申請の差戻しや追加資料の提出を求める

場合があります。 
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 （例） メニューや業態などから、さらに根拠資料が必要であると事務局が判断

した場合、売上高算定シートにおける「日額売上高」における「売上高

に占める酒類の割合」の 7 日間計が 20％未満となる場合、「月額売上

高」と第７期大阪府協力金における算定参照年の月額売上高が大きく乖

離する場合など 

 

※売上高算定シートを作成する際の根拠とされた当該1カ月の資料（レジの記録、

売上台帳、レシート控え など）は、審査中や支給後も提出を求めることがあ

りますので５年間（令和 9年3月末まで）保存してください。 

 

 

 

  



 

10 

  

・対象となる店舗のレジ等の記録、売上台帳を準備いただき、すべての欄に金額等を記入してください。

・金額はすべて、税込み額もしくは税抜き額のいずれかに統一して記入してください。

令和 年 月

円 ％

※参照月において、売上高に占める酒類の割合が高い上位の7日間について必要事項を記入してください。

日 円 円 ％

日 円 円 ％

日 円 円 ％

日 円 円 ％

日 円 円 ％

日 円 円 ％

日 円 円 ％

円 円 ％

月 日

第7期　飲食店等に対する営業時間短縮等協力金にかかる上乗せ協力金

売上高算定シート

参照年・月 2 12

作成いただいたシートは、申請書の添付書類として提出をお願いいたします。

4 600,100 191,000 31

令和元年5月~令和3年7月の間のうち、

任意のひと月を記載してください。

①月額売上高

参照月における飲食部門の売上高
参照月の売上高に占める酒類の割合

（小数点以下切捨て）

35,000,000 25

②日額売上高

参照日
参照日における飲食部門の

売上高

参照日の売上高における

酒類の売上高

売上高に占める酒類の割合

(小数点以下切捨て)

11

5 600,100 120,000 19

6 702,000 250,000 35

7 550,000 195,000 35

8 430,000 138,000 32

400,000 128,000 32

12 450,000 152,000 33

売上高算定シートを作成する際の根拠とされた当該1カ月の資料（レジの記録、売上台帳、レシート控え　な

ど）は、審査中や支給後も提出を求めることがありますので５年間（令和9年3月末まで）保存してください。

【根拠資料（保存資料）記載欄】（例）当該月のレジの記録、売上台帳、レシート控えなど

令和2年12月分のレジ（週計結果）データ・レシート控え

7日間計 3,732,200 1,174,000 31

※事務局が本様式で認定するのが、不十分と判断した場合は、さらに資料の提出を求める

　場合があります。

参照日（資料を提出する1日間） 12 12

別途、上記７日間のうち、要件が確認できる任意の１日間の飲食部門の売上高及び酒類の売上高が確認できる資料を必ず提出

してください。

（例：飲食部門の売上高に占める酒類の割合が20％以上あることが確認できるレジの記録、売上台帳、レシート控え　など）

対象店舗の参照月の酒類の売上高 ÷ 飲食部門の売上高 ×１００

記載例

割合の高い

7日間を記載

※上位から記載

注：システム入力にも使用します
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③１日当たりの飲食部門の売上高及び酒類の売上高が確認できる資料 

○売上高算定シートに記載した７日間のうち、要件が確認できる任意の１日間の飲

食部門の売上高及び酒類の売上高が確認できる資料を提出してください。 

例：飲食部門の売上高に占める酒類の割合が 20％以上あることが確認でき

るレジの記録、売上台帳、レシート控え など 

 

また、関係個所に目印を付けていただくなど、書類の確認をしていただけますと 

よりスムーズな審査につながりますのでご協力のほど、よろしくお願いします。 

 

 

④対象施設（店舗）の全ての料理及び飲み物が記載されているメニュー 

○対象店舗において提供している全ての料理及び酒類の品目・価格が確認できるメ

ニューの写真を提出してください。 

 

 

⑤酒類を置いていることが確認できる対象施設（店舗）の内観写真 

○対象店舗において酒類を置いていることが確認できる内観写真を提出してくだ

さい。 

例：酒類を保管している状況が確認でき、かつ客席などが写っており、対象店

舗であることが確認できる写真（1枚の写真では困難な場合は、2枚にな

っても結構です。ただし、2 枚とする場合は、周囲に写っている物から、

２枚が同一店舗のものであると確認できる写真をご用意ください。） 

 

 

⑥食品衛生法における飲食店営業許可証の写し 

○飲食店営業許可証の写しを提出してください。 

（注） 

・要請期間において有効なものに限ります。 

 

 

⑦ その他市長が必要とする資料等 

①～⑥のほか、申請や審査において、事務局が上記の書類で認定するのが、不十

分と判断した場合は、さらに資料の提出を求める場合があります。 

 

（注）・有効な書類かどうかご不明な場合は、事前に、大阪市営業時間短縮協力金コ

ールセンターまで、お問い合わせください。 

・文字が不鮮明で読み取れない書類は、無効となりますので、申請手続きを完

了する前に再度ご確認ください。 
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第７期飲食店等に対する営業時間短縮等協力金に係る上乗せ協力金　申請要項配架場所

配架場所 所在地 開庁日

大阪市市民情報プラザ（大阪市役所本庁舎内） 大阪市北区中之島１丁目３番20号
月～金

９：00～17：30
（祝日除く）

北区役所　１階案内所 大阪市北区扇町２丁目１番27号

都島区役所 大阪市都島区中野町２丁目16番20号

福島区役所 大阪市福島区大開１丁目８番１号

此花区役所　１階配架コーナー 大阪市此花区春日出北１丁目８番４号

中央区役所　１階ロビー 大阪市中央区久太郎町１丁目２番27号

西区役所　１階配架コーナー 大阪市西区新町４丁目５番14号

港区役所 大阪市港区市岡１丁目15番25号

大正区役所　２階さわやか広場内情報コーナー 大阪市大正区千島２丁目７番95号

天王寺区役所　１階区民情報センター 大阪市天王寺区真法院町20番33号

浪速区役所　１階区民情報センター 大阪市浪速区敷津東１丁目４番20号

西淀川区役所　１階区民情報センター 大阪市西淀川区御幣島１丁目２番10号

淀川区役所　１階正面入口右側机上 大阪市淀川区十三東２丁目３番３号

東淀川区役所　３階31番窓口 大阪市東淀川区豊新２丁目１番４号

東成区役所　１階ロビー 大阪市東成区大今里西２丁目８番４号

生野区役所　１階ロビー 大阪市生野区勝山南３丁目１番19号

旭区役所 大阪市旭区大宮１丁目１番17号

城東区役所　１階総合案内 大阪市城東区中央３丁目５番45号

鶴見区役所　１階情報コーナー 大阪市鶴見区横堤５丁目４番19号

阿倍野区役所 大阪市阿倍野区文の里１丁目１番40号

住之江区役所 大阪市住之江区御崎３丁目１番17号

住吉区役所　１階庁内案内 大阪市住吉区南住吉３丁目15番55号

東住吉区役所 大阪市東住吉区東田辺１丁目13番４号

平野区役所　１階ロビー 大阪市平野区背戸口３丁目８番19号

西成区役所　１階総合案内 大阪市西成区岸里１丁目５番20号

大阪市梅田サービスカウンター
大阪市北区梅田一丁目大阪駅前ダイヤモン
ド地下街５号（ディアモール大阪B1）

大阪市難波サービスカウンター
大阪市中央区難波１丁目９番７号（地下鉄
なんば駅構内B１）

大阪市天王寺サービスカウンター
大阪市天王寺区堀越町アベノ地下街６号
（あべちかB１）

大阪商工会議所２階経営相談室 大阪市中央区本町橋２番８号
月～金

９：00～17：15

マイドーム大阪 大阪市中央区本町橋２番５号
月～日

８：00～19：00

　梅田サービスカウンターのみ終日休業日：令和３年８月18日（水）

　最新の情報は、大阪市サービスカウンター休業日のお知らせをご確認ください。

月～金
９：00～19：00
土、日、祝

10：00～19：00
（※）

月～木、第４日曜日
９：00～17：30

金
９：00～19：00

（祝日除く）

※全サービスカウンター終日休業日：令和３年９月４日（土）、９月５日（日）

※各配架場所において、本上乗せ協力金に関するお問い合わせ等には対応しておりません。

　お問い合わせは、「大阪市営業時間短縮協力金コールセンター（06-6655-0711）」へお願いいたします。

＜別紙＞ 

 


